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令和７年度 総務常任委員会管外視察報告書 

 

○視 察 日 時：令和７年７月２８日（月） １３時３０分～１５時３０分 

 

○視 察 場 所：兵庫県豊岡市 

 

○視 察 目 的：本委員会の政策提言に向け、先進地におけるジェンダーギャップ解消の取り組み

について調査及び研修を行う。 

 

○視 察 者：和田委員長、永井副委員長、 

多賀野委員、野木委員、平林委員、東田委員、吉岡委員 

（随行）田中議会総務課長補佐 

 

○説 明 者：豊岡市くらし創造部 多様性推進・ジェンダーギャップ対策課 原田課長、 

       同課 上田専門員、議会事務局 菅谷氏 

 

 

【豊岡市概要】 

豊岡市は平成１７年４月に兵庫県北東部に位置する１市５町（豊岡市、城崎町、竹野町、

日高町、出石町、但東町）が合併してできた。北は日本海、東は京丹後市に接しており、人口

は７７，４８９人（令和２年国勢調査）、面積は６９７．５５㎢である。 

産業は、農林水産業、観光業などが盛んで、特に観光業では、全国的に有名な城崎温泉を

はじめ、西日本屈指の神鍋スキー場、但馬の小京都・出石城下町などを有し、年間の観光客

は４２０万人以上にのぼる。また、地場産業としては、全国の４大産地の一つであるかばん

や出石焼などの生産が行われている。 

 

 

【視察内容】 

 『ジェンダーギャップ解消の取り組み状況について』 

 

豊岡市では、２０１７年に中貝元市長が若者回復率の著しい男女差（男性５２．２％、女性

２６．７％）に強い衝撃を受けたことを契機に、本格的なジェンダーギャップ解消施策が始ま

った。その後、市長が関貫氏、門間氏へと交代しても、この課題は一貫して重要テーマとされ、

継続的な取り組みが進められている。施策の財源には、新しい地方経済・生活環境創生交付金

（第２世代交付金）や地方創生交付金が活用され、年間おおむね２，０００万円規模の予算が

確保されている。 
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説明を通じて明らかになった豊岡市の取組の特徴は以下のとおりである。 

 

１．ジェンダーギャップ対策の始まり ― 中貝元市長の下で 

中貝元市長のまちづくりの基本認識には「地方都市が大都市に規模やスピードで勝つこと

は不可能だが、ここにしかない価値を磨くことで世界に通じる都市を目指す」という思想が

あった。特に「女性が伸び伸びと暮らせる場を整えなければ、若い世代は戻らないし、地域

の持続可能性も危うい」との危機感から、ジェンダーギャップ対策をまちづくりの核心に据

えた点は大きい。 

２０１５年国勢調査による若者回復率分析で、男性４１．６％に対し女性２８．５％と大

きな格差が明らかとなったことが契機である。中貝元市長は「地方から若い女性が消えてい

く」という現実に直面し、経済・文化・価値観の構造的要因を整理した。そのうえで、家庭・

地域・職場の３つのフィールドのうち、行政が働きかけやすい「職場」に重点を置く方針を

明確にした。 

２０１８年には「ワークイノベーション戦略会議」を設立し、翌２０１９年に「ワークイ

ノベーション戦略」および「市役所キャリアデザインアクションプラン」を策定。女性の就

労環境改善を経営課題と位置付け、市役所内部の取り組みと並行して推進を始めた。ここで

重要なのは、人権政策ではなく「経済政策」としてジェンダーギャップ解消を位置づけたこ

とである。企業にとっての利益、入札制度の評価、格差開示の潮流と結び付けることで、事

業者を巻き込む推進力を確保した点は特筆すべきである。 

 

２．ジェンダーギャップ対策の展開 ― 中貝元市長以後 

２０２１年に市長が交代した後も、取組は継続・発展した。特に２０２４年４月には「多

様性推進・ジェンダーギャップ対策課」が新設され、専任体制で政策をさらに深化させてい

る。今回の視察では、課長の原田紀代美氏、専門官の上田篤氏から具体的事業について説明

を受けた。 

 

（１）職場における取組 ― ワークイノベーション 

企業経営者向けセミナー、マネジメント層研修、女性キャリア形成講座などを実施し、費

用は市が負担。５年間で４６社が取り組み、うち１８社がＫＰＩを達成した。「あんしん

カンパニー制度」では従業員の働きがいを評価基準に置き、先進企業の表彰と可視化を行

った。推進会議の参画事業所は、２０１８年の１６社から２０２５年６月末には１２４社

へと大幅に拡大している。 

 

（２）市役所内の取組 ― キャリアデザインアクションプラン 

市職員に対し、自律的なキャリア形成支援や職場風土改善を推進。特に男性職員の育児休

業取得率が２０２３年に１００％に達したことは、全国的にも注目される成果である。 

 

（３）地域・学校・家庭への展開 

地域コミュニティ単位での研修や啓発活動を重ね、意思決定における女性の参画や家事・
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育児の分担意識改善をテーマに議論が進められている。特に「豊岡流／ラク家事・育児コ

ミュニケーションシート」は家庭に直接働きかける先駆的試みとして評価できる。 

 

（４）子育て女性の就労支援 

「わっくとよおか」や「みらい応援Ｒｏｏｍ」の開設、デジタルマーケティングセミナー

や創業支援 など、女性の経済的自立に資する支援が展開されている。２０１９年以降、

女性創業者の比率は６０％を超え、地域経済への波及効果も顕著である。 

 

３．市の関係予算 

２０１８年度にはわずか１２２．８万円だった男女共同参画関連予算が、２０１９年度に

は２，２００万円規模へと拡大し、その９割以上がジェンダーギャップ解消関連事業に投じ

られた。その後も毎年度約１，７００万円規模を維持し、国庫補助金や企業版ふるさと納税、

ガバメントクラウドファンディングを積極的に活用している。特筆すべきは、一般財源の負

担を全体の２割程度に抑えつつ、持続可能な財源確保の仕組みを構築している点である。 

 

４．ジェンダーギャップ解消の本質 

豊岡市が示すジェンダーギャップ対策の本質は、過去を否定するのではなく、社会の急速

な変化に適応し、誰もが生きやすい地域社会を築く未来志向の取組である。その根幹には、

「男女の公平性（フェアネス）が確保されなければ、地方は衰退する」という現実的な危機

意識と、「経済的合理性に裏打ちされた社会変革」という戦略的視点がある。 

 

５．視察を終えて 

今回の視察を通じて、豊岡市のジェンダーギャップ対策は「理念先行」ではなく「データ

に基づく危機認識」と「経済政策としての実効性」を両立させた取組であることを強く実感

した。特に、企業・地域・家庭・教育の各領域を横断的に捉え、行政が支援できるフィールド

を明確化しながら展開している点は、他自治体にとって大いに参考になる。 

京丹後市においても、人口減少や若者流出の要因分析にジェンダーギャップの視点を取り

入れ、政策形成に反映させていく必要性を改めて認識した。単に男女共同参画の推進にとど

まらず、地域経済やまちづくりの基盤としてジェンダーギャップ解消を位置付けることが、

これからの持続可能な地域経営に不可欠である。 

 

【所感】 

今回の視察を通じ、参加者は豊岡市の取り組みに対して多面的な学びを得た。担当職員か

ら直接説明を受け、現実の格差を示すエビデンス、トップ層を巻き込む重要性、フェアネス

（公平性）の視点や経済的効果の助言を得ることができた点を大きな収穫と認識。また、人

材こそが成功の鍵であり、特に女性リーダーの存在が進展を左右することを確認した。 

人口減少対策の核心として若者や女性の定着が重要であり、女性が選びたくなるまちづく

りを進める姿勢は評価に値する一方、特定のリーダーのカリスマ性に依拠する側面が強く、

今後の発展性には不透明さがある。加えて、無意識の偏見を男性職員自身が説明していた点
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は印象的であり、制度や財源以上に「人づくり」が重要であることを再認識した。 

独自の施策展開や女性管理職へのキャリア支援、事業所への意識調査が実施されているこ

とも高く評価され、京丹後市においても検討すべき課題である。 

また、国勢調査の分析から、若い女性の定着が進まなければ地域衰退に直結することが明

らかであり、豊岡市の戦略的な取り組みは示唆に富む一方で、企業の具体的な実践状況の把

握が不十分である点は留意したい。 

総じて、豊岡市はトップのリーダーシップ、人材配置、組織的な継続性を背景にジェンダ

ーギャップ解消を推進しており、京丹後市にとっても重要な学びと示唆を与える視察であっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

豊岡市議場内にて 視察研修の様子 


